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１． 用語の意義 

この計画における主な用語の意義は、次のとおりとする。 

 
 【武力攻撃関連】 

用 語 意 義 

武力攻撃 我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。 

武力攻撃事態 
武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白

な危険が切迫していると認められるに至った事態をい

う。 

武力攻撃予測事態 武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力

攻撃が予測されるに至った事態をいう。 

武力攻撃事態等 武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態をいう。 

緊急対処事態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷

する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白

な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国

家として緊急に対処することが必要なものをいう。 

ＮＢＣ攻撃 
武力攻撃のうち、核兵器（Ｎuclear weapons）、生物兵

器（Ｂiological weapons）又は化学兵器（Ｃhemical 

weapons）による攻撃をいう。 

武力攻撃災害 
武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負

傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物

的災害をいう。 

武力攻撃原子力災害 
武力攻撃に伴って原子力事業所外（事業所外運搬の場合

にあっては、運搬に使用する容器外）へ放出される放射

性物質または放射線による被害をいう。 
 
 
 【避難、救援関連】 

用 語 意 義 
要避難地域 住民の避難が必要な地域をいう。 

避難先地域 住民の避難先となる地域（住民の避難の経路となる地域

を含む。）をいう。 

緊急物資 
避難住民等の救援に必要な物資及び資材その他国民保

護措置の 

実施に当たって必要な物資及び資材をいう。 

避難住民等 避難住民及び武力攻撃災害による被災者をいう。 

災害時要援護者 
必要な情報の収集や、安全な場所への避難など災害時の

行動についてハンディを抱えている人々をいい、寝たき

り等の高齢者、障害者（児）、乳幼児などを指す。 
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【関係機関、施設関連】 

用 語 意 義 

指定行政機関 

次に掲げる機関で、武力攻撃事態等における我が国の平

和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律

施行令（平成１５年政令第２５２号。以下「事態対処法

施行令」という。）で定めるものをいう。 

１ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成１１年法

律第８９号）第４９条第１項及び第２項に規定する機

関並びに国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０

号）第３条第２項に規定する機関 

２ 内閣府設置法第３７条及び第５４条並びに宮内庁

法（昭和２２年法律第７０号）第１６条第１項並びに

国家行政組織法第８条に規定する機関 

３ 内閣府設置法第３９条及び第５５条並びに宮内庁

法第１６条第２項並びに国家行政組織法第８条の２

に規定する機関 

４ 内閣府設置法第４０条及び第５６条並びに国家行

政組織法第８条の３に規定する機関 

指定地方行政機関 

指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第４３条及

び第５７条（宮内庁法第１８条第１項において準用する

場合を含む。）並びに宮内庁法第１７条第１項並びに国

家行政組織法第９条の地方支分部局をいう。）その他の

国の地方行政機関で、事態対処法施行令で定めるものを

いう。 

指定公共機関 

独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第

１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人をい

う。）、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他

の公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信その他の公益

的事業を営む法人で、事態対処法施行令で定めるものを

いう。 

指定地方公共機関 

県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他

の公益的事業を営む法人、地方道路公社（地方道路公社

法（昭和４５年法律第８２号）第１条の地方道路公社を

いう。）その他の公共的施設を管理する法人及び地方独

立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１

１８号）第２条第１項の地方独立行政法人をいう。）で、

あらかじめ当該法人の意見を聴いて知事が指定するも

のをいう。 

緊急消防援助隊 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第４５条第１

項に規定する緊急消防援助隊をいう。 

生活関連等施設 
国民保護法第１０２条第１項に規定する生活関連等施

設（発電所、ガスホルダー等）をいう。 

 



  

 
 

- 3 -

２． 関係条例等 

 

（１）水巻町国民保護協議会条例 

平成18年３月31日 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16年法律第112号）第40条第８項の規定に基づき、水巻町国民保護協議会（以

下「協議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、15人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとす

る。 

（会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができな

い。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（部会） 

第５条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名

する者がその職務を代理する。 

（守秘義務） 

第６条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

（報酬及び費用弁償） 

第７条 委員の報酬及び費用弁償は、水巻町特別職職員の給与等に関する条例（昭和31

年条例第９号）の規定に定めるところにより支給する。 

（庶務） 

第８条 協議会に関する庶務は、総務課において処理する。 

（雑則） 

第９条 前各条に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（水巻町特別職職員の給与等に関する条例の一部改正） 

２ 水巻町特別職職員の給与等に関する条例（昭和31年条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第１中 

  

 「 防災会議 委員     2,500 」  
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を 

  

 「 防災会議 委員     2,500    

   国民保護協議会 委員     2,500 」  

に改める。 
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（２）水巻町国民保護協議会運営規程 

平成18年8月22日 

（趣旨） 

第1条 この規程は、水巻町国民保護協議会条例（平成18年条例第34号。以下「条例」とい

う。）第9条の規定に基づき、水巻町国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（招集） 

第2条 協議会を招集するときは、協議会の日時、場所及び議題を定め、委員に通知しなけ

ればならない。 

2 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、あらかじめその旨を会長

に届け出なければならない。 

3 会長は、委員がやむを得ない事情により会議に出席できないときは、機関又は組織を代

表して就任している委員については、その指名する者の代理出席を認めることができる。 

（部会における準用） 

第3条 条例第4条及び前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において「協

議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。 

（会長の職務代理） 

第4条 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、助役がその職務を代理する。 

2 会長の職務を代理する助役に事故があるとき又は助役が欠けたときは、町議会を代表し

て就任している委員がその職務を代理する。 

（会議録） 

第5条 会長は、職員をして、会議の概要及び出席委員の氏名等必要な事項を記載した記録

を作成させ、保管しなければならない。 

（庶務） 

第6条 協議会の庶務は、総務課庶務係において処理する。 

（委任） 

第7条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が定める。 

 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 
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（３）水巻町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例 

平成18年３月31日 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16年法律第112号。以下「法」という。）第31条及び法第183条において準用す

る法第31条の規定に基づき、水巻町国民保護対策本部（以下「国民保護対策本部」と

いう。）及び水巻町緊急対処事態対策本部（以下「緊急対処事態対策本部」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、国民保護対策本部の事務

を総括する。 

２ 国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、国民保護

対策本部の事務を整理する。 

３ 国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、国民保護

対策本部の事務に従事する。 

４ 国民保護対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことが

できる。 

５ 前項の職員は、水巻町の職員のうちから、町長が任命する。 

（会議） 

第３条 本部長は、国民の保護のための措置に関する情報交換及び連絡調整を円滑に行

うため、必要に応じ、国民保護対策本部の会議（以下「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第28条第６項の規定に基づき、国の職員その他町の職員以外の者を会

議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、国民保護対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（現地対策本部） 

第５条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員そ

の他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者を

もって充てる。 

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。 

（雑則） 

第６条 前各条に定めるもののほか、国民保護対策本部に関し必要な事項は、本部長が

定める。 

（緊急対処事態対策本部） 

第７条 第２条から前条までの規定は、緊急対処事態対策本部について準用する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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３． 関係機関の連絡先 

 

【関係指定行政機関及び関係指定地方行政機関等（自衛隊含む） 

及び関係指定公共機関等】 

名     称 担 当 部 署 所  在  地 

航空自衛隊 芦屋基地 第３術科学校 教務課 芦屋町大字芦屋1455 

陸上自衛隊 小倉駐屯地 第40普通科連隊 第２科 小倉南区北方5-1-1 

国土交通省 北九州国道事務所 総務課 小倉南区春ケ丘10-10 

国土交通省 遠賀川河川事務所 総務課 直方市溝掘1丁目1-1 

西日本電信電話株式会社 

北九州支店 
設備部災害対策室 北九州市小倉北区江南町7-3 

九州電力株式会社 八幡営業所 計画グループ 八幡東区西本町1-19-1 

 

【関係県機関（警察機関含む）】 

名     称 担 当 部 署 所  在  地 

福岡県庁 総務部 消防防災安全課 福岡市博多区東公園7-7 

北九州土木事務所 総務企画課 用地課 
八幡西区則松3丁目7-1 

八幡総合庁舎内 

八幡農林事務所 総務課 
八幡西区則松3丁目7-1 

八幡総合庁舎内 

遠賀保健福祉環境事務所 総務企画課 水巻町吉田西2丁目17-7 

折尾警察署 警備課 八幡西区光明1丁目6-6 
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【関係市町機関】 

名     称 担 当 部 署 所  在  地 

北九州市 
総務市民局安全・安心部 

（危機管理ﾗｲﾝ） 
北九州市小倉北区城内1-1 

中間市 総務課 中間市中間一丁目1番1号 

遠賀町 総務課 遠賀郡遠賀町大字今古賀513 

芦屋町 総務課 遠賀郡芦屋町幸町2-20 

岡垣町 総務課 遠賀郡岡垣町野間1丁目1番1号 

 

【その他の機関】 

名     称 担 当 部 署 所  在  地 

遠賀郡消防本部 警防課 遠賀町大字広渡1639 

水巻町消防団 水巻町役場 総務課 水巻町頃末北1-1-1水巻町役場 

遠賀・中間医師会  水巻町下二西2丁目1-33 

水巻町区長会 水巻町役場 総務課 水巻町頃末北1-1-1水巻町役場 
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４ 安否情報省令 

 
「武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答

の手続その他の必要な事項を定める省令」 
（平成１７年３月２８日総務省令第４４号） 

最終改正：平成１８年３月３１日総務省令第５０号 
 
（安否情報の収集方法） 
第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律

第１１２号。以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準

用する場合を含む。）の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害により

負傷した住民については様式第１号を、武力攻撃災害により死亡した住民については様

式第２号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公共団体の長が

適当と認める方法によることができる。 
 
（安否情報の報告方法） 
第２条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６

年政令第２７５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条において準用する

場合を含む。）の総務省令で定める方法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８３条

において準用する場合を含む。）に規定する安否情報を様式第３号により記載した書面

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が急迫している場合その他

この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることができる。 
 
（安否情報の照会方法） 
第３条 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同

じ。）の規定による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条において準用する

場合を含む。）に規定する事項を様式第４号により記載した書面を総務大臣又は地方公共

団体の長に提出することにより行うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に行う

必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の地に居住している場

合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によること

ができる。 
２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同じ。）

の規定により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏

名及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康

保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３

０条の４４第１項に規定する住民基本台帳カードその他法律又はこれに基づく命令の規

定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が本人であることを確認す

るに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由に

より、当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は前項ただし書きの

場合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを確認するために総務大

臣又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。 
３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する

者が本人であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の

長に対し、必要な資料の提出を求めることができる。 
 
（安否情報の回答方法） 
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第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避

難住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか

否かの別その他必要な事項を様式第５号により記載した書面を交付することにより行う

ものとする。ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることができない場

合には、口頭、電話その他の方法によることができる。 
 
（安否情報の提供） 
第５条 総務大臣は、全ての都道府県知事又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長が

法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の回答を行うことができるようにするため、

法第９４条第２項の規定により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、

都道府県知事及び市町村の長に対し、書面により提供することとする。 
 
附 則 
（施行期日） 
第１条 この省令は、平成１７年４月１日から施行する。 
（総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規

則の一部改正） 
第２条 総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施

行規則（平成１５年総務省令第４８号）の一部を次のように改正する。 
別表電気通信事業紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）の項の次に次のよ

うに加える。 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律施行令（平成十六年政令第二百七十五号）

第二十五条第二項 

別表独立行政法人情報通信研究機構の業務（通信・放送開発金融関連業務を除く。）に

係る財務及び会計に関する省令（平成十六年総務省令第六十九号）の項の次に次のよう

に加える。 
武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに

安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項

を定める省令（平成十七年総務省令第四十四号） 

第二条及び第三条 

 

 
附 則 （平成１８年３月３１日総務省令第５０号） 
第１条 この省令は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、本則に１条を加える改

正規定及び附則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分については、平成１９

年４月１日から施行する。 
（総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規

則の一部改正） 
第２条 総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施

行規則（平成１５年総務省令第４８号）の一部を次のように改正する。 
別表武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに安否情報の照会及び回答の手

続その他の必要な事項を定める省令（平成十七年総務省令第四十四号）の項を次によう

に改める。 
武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の

方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の

必要な事項を定める省令（平成十七年総務省令第四十

四号） 

第三条、第四条及び第五条
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様式第 1号（第１条関係） 
 

安 否 情 報 収 集 様 式 （ 避 難 住 民 ・ 負 傷 住 民 ） 
記入日時（   年  月  日  時  分） 

①氏名  

②フリガナ  

③出生の年月日      年   月   日 

④男女の別      男       女     

⑤住所（郵便番号を含む。）  

⑥国籍 日 本   その他（      ） 

⑦その他個人を識別するための情報  

⑧負傷（疾病）の該当     負 傷     非該当    

⑨負傷又は疾病の状況  

⑩現在の居所  

⑪連絡先その他必要情報  

⑫親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を

回答する予定ですが、回答を希望しない場合

は、○で囲んで下さい。 
      回答を希望しない 

⑬知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する

予定ですが、回答を希望しない場合は○を囲

んで下さい。 
      回答を希望しない 

⑭①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの

照会に対して回答又は公表することについ

て、同意するかどうか○で囲んで下さい。 

       同意する 
 
       同意しない 

※備考 
 

（注１）本収集は、国民保護法第９４条第１項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に

十分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第９５条第 1項の規定に基づく安否情報の照会
に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の

確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入

力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 
（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人と

は、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 
（注３）「③出生年月日」欄は、元号表記により記入すること。 
（注４）回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 
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様式第２号（第１条関係） 
 

安 否 情 報 収 集 様 式 （ 死 亡 住 民 ） 
記入日時（   年  月  日  時  分） 

①氏名  

②フリガナ  

③出生の年月日       年   月   日 

④男女の別       男       女     

⑤住所（郵便番号を含む。）  

⑥国籍 日 本    その他（      ） 

⑦その他個人を識別するための情報  

⑧死亡の日時、場所及び状況  

⑨遺体が安置されている場所  

⑩連絡先その他必要情報  

⑪①～⑩を親族・同居者・知人以外の者から

の照会に対して回答することへの同意 

       同意する 
 
       同意しない 

※備考 
 
 

（注１）本収集は、国民保護法第９４条第１項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人につい

ては、個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回

答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対

する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認

事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、

回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 
（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、

友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 
（注３）「③出生年月日」欄は、元号表記により記入すること。 
（注４）回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 

⑪の同意回答者名  連絡先  

同意回答者住所  続 柄  

（注５）⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。 
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様式第３号（第２条関係）

報告日時：　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

市町村名：　　　　　　　　　　　 担当者名：　　　　　　　　　　

①氏　　名 ②フリガナ
③出生の
年月日

④男女
の別

⑤住　　所 ⑥国籍
⑦その他個人を識
別するための情報

⑧負傷（疾
病）の該当

⑨負傷又は
疾病の状況

⑩現在の居所
⑪連絡先

その他必要情報
⑫親族・同居者
への回答の希望

⑬知人への
回答の希望

⑭親族・同居者・
知人以外の者へ
の回答又は公表
の希望

備　　考

備 考　1 　この用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。
2 　「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。
3 　「⑥国籍」欄は日本国籍を有しない者に限り記入すること。
4

5

　武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「⑩現在の居所」欄に「遺体
の安置されている場所」を記入すること。
　⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について「有」又は「無」と記入願います。この場合において、当該希望者又は同意について特段の条件が
ある場合は、当該条件を「備考」欄に記入すること。

安　否　情　報　報　告　書
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様式第４号（第３条関係） 
安 否 情 報 照 会 書 

   総務大臣                      年   月   日 
 （都道府県知事） 殿 
  （市町村長） 
                 申 請 者 
                  住所（居所）                   
                  氏 名                      
 下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第９５条第

１項の規定に基づき、安否情報を照会します。 

照 会 を す る 理 由 
（○を付けて下さい。③
の場合、理由を記入願い
ます。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 
② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。
③ その他 
  （                       ） 

備 考  

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有し 
ない者に限る。） 

   日  本    その他（        ） 

照
会
に
係
る
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

その他個人を識別

するための情報  

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備     考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を

記入すること。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 
   ４ ※印の欄には記入しないこと。 
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様式第５号（第４条関係） 
 

安 否 情 報 回 答 書 

                             年   月   日 
            殿 
 
                               総務大臣 
                             （都道府県知事） 
                              （市町村長） 
 
   年  月  日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答します。 

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負傷 
した住民に該当するか否かの別  

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有しない者に限る。）   日  本    その他（        ） 

そ の 他 個 人 を 識 別 
す る た め の 情 報  

現 在 の 居 所  

負 傷 又 は 疾 病 の 状 況  

被 
 

照 
 

会 
 

者 

連絡先その他必要情報  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 「避難住民に該当するか否かの」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃災害により死亡

し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非該当」と記入すること。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 
   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、

加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安置されている場所」を記入する

こと。 
   ５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 
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